
相談事例 №8 「売買契約において、最寄り駅からの所要時間についての説明が 

事実と異なっていたとして苦情が申し立てられた事例」 

 

 

【経過】 

買主Ａは、平成１９年１１月２５日、宅建業者Ｙの媒介で、宅建業者Ｘを売主とする土地付建物

（売買価格６，４００万円）を収益目的で購入した。しかし、重要事項説明書に添付された資料に

最寄り駅からの所要時間が「徒歩１２分」と記載されているが、実際には徒歩２０分程度かかること

が判った。また、当該物件にはシロアリの被害があることが判ったが、そのような説明は受けてい

ないとして、Ａは府に苦情を申し立てた。  
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【判明した違反事実】 

府がＸ及びＹに事情を聴いたところ、以下のとおり違反事実が確認された。 

 

１ 重要事項説明書に次の不備がある。業法第３５条第１項違反 

① 代金以外に授受される金銭の額及び授受の目的（同項第７号） 

・ 固定資産税等精算金の具体的な額を記載していない。 

② 契約の解除に関する事項（同項第８号） 

・ 売買契約書に規定されている、引渡し前の滅失、契約違反及び融資利用の特約に

よる解除について記載していない。 

③ 売主業者の取引主任者の記名押印がない。（Ｘのみ） 

 

２ 売買契約書（いわゆる「３７条書面」）に次の不備がある。 

① 手付解除について、実際には売主及び買主は相手方が契約の履行に着手するまで

は契約を解除することができるにもかかわらず、手付解除の期限を設定した。（なお、重

要事項説明書では、手付解除の期限についての記載はない。）業法第３７条第１項違反 

② 売主業者の取引主任者の記名押印がない。業法第３７条第３項違反（Ｘのみ） 

 

３ 売買契約書に規定された瑕疵担保責任に係る特約について、瑕疵担保責任の範囲につ

いては建物本体の雨漏り及び給排水の不良と限定する旨、及び瑕疵担保責任の期間につ

いては本物件引渡後３ヶ月間とする旨規定している。業法第４０条第１項違反 

 

４ 重要事項説明書の添付書類において、交通等の利便について、最寄りの駅から徒歩１２

分と記載されているが、実際には徒歩２０分程度の所要時間がある。 

取引の公正を害する行為 

 

【違反が発生した事情（又は理由）】 

１及び２について 

Ｘ及びＹは、重要事項説明書と売買契約書の記載不備について、ミスを認めた。また、Ｘ

は、重要事項説明書と売買契約書に取引主任者の記名押印がないことについて、ミスを認

めた。 

 

３について 

Ｘは、「仲介業者が作成した契約書の内容を追認した。」と述べ、ミスを認めた。 

売 主 業 者 

Ｘ 

買 主 

Ａ 

仲 介 業 者

Ｙ 



 

４について 

   Ｘは、最寄駅からの所要時間について、「既存の資料で確認したと思う。」と述べた。 

Ｙは、「売主業者が賃借人募集用に作成した物件資料を重要事項説明書に添付したが、

この物件資料に誤りがあった。」と述べ、ミスを認めた。また、｢重要事項説明書の時点で、買

主はこの誤りをすでに知っており、それでも賃借人の部屋付けをすることは可能であると説

明し、納得して契約してもらった。｣と述べた。 

 

なお、その後、ＡとＸは、Ｘがシロアリ被害の工事代金を含めた解決金をＡに支払うことで合意

した。 

 

 

【処分等】 

府は、次のとおり違反事実等を認定し、Ｘ及びＹを文書勧告とした。 

（Ｘ及びＹ）  業法第３５条第１項、第３７条第１項違反及び取引の公正を害する行為（交通

等の利便について事実と異なる説明をしたこと） 

（Ｘのみ） 業法第３７条第３項及び第４０条第１項違反 

（Ｙのみ） 取引の公正を害する行為（第４０条第１項に違反する取引の媒介業務を行っ

たこと） 

 

【本事例のポイント】 

１ 重要事項説明書について 

① 代金以外に授受される金銭の額及び授受の目的として、固定資産税等精算金の額を

記載する必要があります。 

☝ 「実費」「日割精算」といった記載では不十分です。額が確定していない場合は、例

えば「概算」等として目安となる具体的な額を記載してください。また、その他の媒介手

数料や所有権移転登記費用など買主が負担すべき費用についても重要事項説明書

等の書面に記載して説明するようにしてください。 

② 売買契約書で規定する契約の解除に関する事項は、すべて重要事項説明書に記載

する必要があります。 

☝ 契約の解除の内容としては、手付解除、違約解除、ローン解除、引渡前の滅失等に

よる解除、特約で定められている解除条項等がありますが、重要事項説明書への記載

漏れがよく見受けられます。記載漏れがないかを確認してください。 

③ 取引に媒介、売主、販売代理として関わったすべての業者の取引主任者が記名押印

する必要があります。 

☝ 媒介業者の取引主任者が記名押印しているからといって、売主業者の取引主任者

の記名押印が不要というわけではありません。 

 

２ 売買契約書（いわゆる「３７条書面」）について 

① 契約解除の条件について、事実と異なる記載をすることは、契約書の不備となります。 

☝ 契約書に事実と異なる記載をすることは、契約書の不備となるとともに、トラブルの元

です。十分に確認をして、記載するようにしてください。なお、重要事項説明書と契約

書の内容が異なる場合、重要事項説明書または契約書、いずれかの記載不備が問わ

れることとなります。 

② 取引に媒介、売主、販売代理として関わったすべての業者が取引主任者に記名押印

させる必要があります。 

☝ 媒介業者の取引主任者が記名押印しているからといって、売主業者の取引主任者

の記名押印が不要というわけではありません。 
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３ 瑕疵担保責任に係る特約の制限について 

 業者が自ら売主となる売買契約において、瑕疵担保責任を負う期間を「物件引渡しの日

から２年以上」とする特約を除き、民法の規定より買主に不利となる特約をすることはできま

せん。 

☝ このような特約をした場合、その特約は無効となり、民法の規定が適用されることとな

ります。また、瑕疵担保責任を負う期間だけでなく、瑕疵担保責任を負う範囲を狭める

ことも、民法の規定より買主に不利となる特約となり、無効となります。たとえば、シロアリ

の被害については瑕疵担保責任を負わない等の特約を設けることは、瑕疵担保責任

を負う範囲を狭める特約となります。 

   なお、このような業法に違反する特約をした場合、売主業者が違反を問われるだけ

でなく、その媒介をした業者も指導監督の対象となります。 

 

４ 交通の利便に関し事実と異なる説明をしたことについて 

売主業者及び仲介業者は、重要事項説明書に添付する資料の内容に誤りがないか、十

分に確認する必要があります。 

☝ 売主業者及び仲介業者は、物件調査について一定の責任を負う立場にありますが、

本件の最寄り駅からの所要時間については、本物件が収益物件であることを考慮すれ

ば、重要な事項となり得るものであり、特に十分な調査をして説明するのが望ましいでし

ょう。 

本件のように、既存資料の内容について十分に確認をしないまま重要事項説明書に

添付し、結果として誤った説明をした場合、売主業者及び仲介業者は、虚偽の説明の

責任を問われることになります。既存資料や他社が作成した資料を重要事項説明書の

添付資料として用いる場合は、内容に誤りがないか十分に確認をしてください。 

 

【参考】 

契約の判断に影響を及ぼす重要な事項について 

☝ 調査・説明義務の対象となる「重要な事項」とは、業法第３５条で規定されている事

項に限りません。交通の利便のほか、建物の形質、物件の現在または将来の利用の制

限、環境、売買代金の額等で、買主の判断に重要な影響を及ぼす事項については、

業法第４７条に基づく重要な事項に該当する場合があります。買主の判断に重要な影

響を及ぼすか否かについては、個々の取引において、買主の取引目的などを勘案し

て判断されるべきものです。業法第３５条で規定されている事項は必要最小限の説明

事項ですので、それ以外の事項であっても、買主の判断に重要な影響を及ぼす事項

については、売主業者、仲介業者、及び販売代理業者は、十分に調査し、その結果を

買主に説明する必要があります。 

業法第４７条に基づく重要な事項であるにもかかわらず、それらの事項について故

意に事実を告げず、または事実と異なることを告げた場合は、業法第４７条違反が問わ

れるとともに、民事上の責任も問われかねません。トラブルを回避するためにも、これら

重要な事項について、事前に十分な調査をしたうえで、口頭だけでなく重要事項説明

書等の書面をもって買主に説明するようにしましょう。 
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